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 地方独立行政法人北海道立総合研究機構（以下「道総研」という。）農業研究本

部では、本道の個人経営体の経営体数は、今後も減少傾向で推移し、令和17年

（2035年）には、１万7,999経営体まで減少すると予測しています。 

また、個人経営体の世帯員数は、令和17年（2035年）には、５万7,011人まで減

少し、個人経営体の生産年齢人口も２万9,283人にまで減少すると予測しています。

資料：北海道立総合研究機構農業研究本部「2020年農林業センサスを用いた北海道農業・農村の動向予測（令和5年11月）」 

 

   (3) スマート農業技術の普及 

     人口減少や少子高齢化が急速に進む中、北海道では、広域分散型の社会構造と

いった地域特性なども相まって、農業分野を含む産業全般において、人手不足な

ど様々な課題が顕在化しており、その解決に向けてロボットやAI、IoTといった技

術の活用を一層進めることが求められています。 

     スマート農業技術を導入することで、農作業の効率化や負担軽減、経営管理の

合理化による農業の生産性向上が図られており、様々なスマート農業技術を組み

合わせた営農システムの構築が期待されています。 

 また、環境負荷の低減に向けて、ドローンや衛星などによるリモートセンシン

グデータを活用した土壌や生育状況などに応じた農薬・肥料散布を可能とする技

術など、環境負荷の低減に向けた取組への技術の普及が期待されています。 
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(4) 農業の技術開発の展望 

 道総研は、「第４期中期計画」（令和７年３月策定）において、「将来の気候変動

や労働力不足に適応できる食関連産業などの構築」、「地域のエネルギーや資源の

活用による環境調和型社会の形成」、「デジタル技術の活用による産業振興と地域

活性化」を重点領域と設定し取り組んでいます。 

農業分野では、「豊かな食生活を支える農業及び食関連産業の振興」や、「環境

と調和した持続的な農業の推進」、「地域の特色を生かした農業・農村の振興」の

研究推進項目を定め、外部機関との連携を図りながら、研究開発を進めています。 

 

道総研第 4 期中期計画における農業分野の研究推進項目と主な研究内容 

豊かな食生活を支える農業及び食関連産業の振興 

 ○ 優れた特性を有する水稲・畑作物などの品種開発と省力安定生産技術の開発 

・障害に強い水稲の極良食味品種、極多収品種、加工適性に優れた多収品種の開発 

・安定多収で病害・障害に強い小麦、大豆、馬鈴しょ品種の開発 

・加工適性に優れた病害・障害に強い小豆菜豆品種の開発 

・耐病性に優れ、省力化に貢献する畑作物の品種選定 

・有用な遺伝情報を用いた選抜技術開発とその活用 

・遺伝資源の保存管理・利用・提供 

・水稲、転作作物の栽培技術及び省エネルギー・低コスト・省力技術の確立 

・畑作物の省力・安定多収生産技術の確立 

・おうとう品種の開発と本道に適した果樹品種の選定、果樹の省力・高品質安定生産技術 

の確立 

○ 収益性の高い園芸作物の高品質・安定生産技術の開発 

・本道に適した野菜品目、花き品目の選定と栽培技術の開発 

・施設内環境制御による省力・高収益生産技術の開発 

・加工・業務用露地野菜生産における省力的作業体系の確立 

・多収いちご品種の開発と栽培体系の確立 

○ 乳牛、肉用牛の生産技術・育種改良と飼料生産、家畜感染症予防技術などの開発 

・安定多収で高品質な飼料作物品種の開発と選定 

・栄養収量向上技術及び省力・省資源栽培技術の確立 

・乳牛の健康管理と繁殖向上技術の確立 

・自給飼料を活用した肉用牛の育成・肥育管理技術の確立 

・家畜感染症及び人獣共通感染症の診断・予防技術の開発 

○ デジタル技術を活用した農産物の安定生産技術の開発 

・ICT・AI などの先端技術を活用した基盤整備・栽培法及び自動化技術の開発と体系化 

・多様な担い手を支援する生産技術の開発 

○ 農産物と加工食品の市場競争力を高める技術の構築 

・道産農産物の品質評価と新たな利用技術の開発 
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○ 農産物と加工食品の安全性確保と品質・鮮度保持技術の開発 

・青果物の品質保持、貯蔵及び流通技術の開発 

環境と調和した持続的農業の推進 

 ○ 環境と調和した持続的農業を推進するための技術開発 

・気候変動による新規・特異発生病害虫などに対応する迅速及び高度な病害虫発生予察技

術の開発 

・ ICT・AI などの先端技術を活用したクリーン農業や有機農業の拡大を推進する技術開発

と体系化 

・センシング技術などを活用した土壌診断や栄養診断の高度化、施肥管理法改善などによ

る化学肥料削減技術の開発と体系化 

・気候変動影響の評価と対応技術の開発 

地域の特色を生かした農業・農村の振興 

 ○ 地域農業の発展と特産農産物の生産振興のための技術開発 

・各地域における地域農業の課題解決を目指した技術開発と体系化 

○ 地域・集落を維持・活性化するための地域システムの開発 

・開発・実証技術の経済性評価と導入場面の検討 

 ３ 本道農業・農村の潜在力 

   本道の農業・農村を取り巻く社会情勢や農業構造などの変化が見込まれる中、本

道の農業・農村が課題や変化に対応し、持続的に発展していくためには、本道の特

性を生かし、それぞれの地域が有する潜在力を発揮していくことが重要となります。 

(1) 良質な食料の高い供給力 

 本道は、全国の約４分の１を占める広大な土地資源を活用し、大規模で専業的

な経営体が主体となった生産性の高い農業が展開されており、食料自給率が200%

を超える我が国の食料供給地域となっています。 

また、安全・安心で良質な道産農産物・食品は、「食の北海道ブランド」として

国内外で高い評価を得ています。 

  ■ 食料自給率（カロリーベース）の都道府県順位 (令和５年度(2023年))  概算値 
 

順位 都道府県 自給率 順位 都道府県 自給率 

１位 北海道 213％ …   

２位 秋田県 202％ 42 位 愛知県、京都府 12％ 

３位 山形県 148％ 44 位 埼玉県 10％ 

４位 青森県 123％ 45 位 神奈川県 2％ 

５位 新潟県 114％ 46 位 大阪府 1％ 

…   47 位 東京都 0％ 

資料：農林水産省「都道府県別食料自給率」 
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(2) 厳しい自然条件下で培った優れた技術 

 本道の農業は、先人のたゆみない努力の下、品種改良や栽培技術の開発・導入

を通じて厳しい自然条件を克服してきました。 

また、環境と調和のとれた持続可能な農業生産を推進するクリーン農業技術な

どの開発が進められており、これらの本道に適した優れた技術は、本道農業の大

きな強みとなっています。 

(3) 多様で豊富な地域資源 

 農村地域には、恵まれた自然環境や美しい農村景観、独自の歴史や伝統文化、

バイオマスなどの再生可能エネルギーといった豊富な地域資源が存在しており、

これらの活用を通じた地域づくりや６次産業化など高付加価値化の取組や就労

機会の創出が期待されます。 

 

 ４ 本道農業・農村の役割 

  （食を支える） 

 本道農業は、高い技術力を有する専業的な農業者が主体となって、生産性が高く、

安全・安心で良質な食料生産を行っており、消費者ニーズに応えた食料の安定的な

生産や供給を担っています。 

国の「食料・農業・農村基本計画」（令和７年４月策定）において、北海道が主要

穀物などの主産地であることが初めて明記されたところであり、食料供給地域とし

て本道の役割は、ますます大きくなっています。 

 

■ 本道が主な主産地となっている農産物 (令和６年(2024年)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：農林水産省「作物統計」、「牛乳乳製品統計」、「畜産統計」、「畜産物流通統計」 

    ※ カッコ内は北海道の作付面積又は飼養頭数 

 

 

69.4%

【小麦】 

71.4 万トン（13.2 万 ha） 

52.5%

13.2 万トン（4.7 万 ha） 

81.5%

187.0 万トン（4.9 万 ha） 

100%

【てん菜】

348.5 万トン（4.9 万 ha） 

19.6％

9.9万トン（55.9万頭）

【牛肉】

【大豆】 【馬鈴しょ】 

57.8%

【生乳】

426.4 万トン（82.2 万頭） 
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（地域と所得を支える） 

本道の農業は、農産物を原料とする食品加工、流通・販売、観光など、様々な産業

と密接に結び付いており、特に食品工業は、道内の産業別製造品出荷額の４割以上を

占めるなど、雇用や所得の確保などにおいて道民の生活や地域経済を支える基幹産業

として、本道経済の中で重要な役割を果たしています。 

 

■ 産業別製造品出荷額等の構成比(令和５年(2023年)) 

資料：経済産業省「経済構造実態調査」 

（多面的機能を発揮する） 

本道の農業・農村は、洪水の防止や水源のかん養といった国土の保全をはじめ、大

気の浄化、美しい景観の形成など、様々な公益的機能を発揮することにより、道民の

生命と財産、豊かな暮らしを守る重要な役割を担っています。 

また、歴史や伝統に根ざした地域固有の食や文化を保存・伝承し、農村を訪れる人々

に提供するとともに、子どもたちが自然とのふれあいや農作業体験などを通じて、生

命の大切さや食べることの意味を理解する教育の場としての役割も期待されています。 

 

■ 多面的機能のイメージ 

資料：農林水産省「農業・農村の有する多面的機能」より 

体験学習や教育をする 

暑さを和らげる 

農村の景観を保全する 

文化を継承する 

洪水を防ぐ 

土砂崩れを防ぐ 

生き物を育む 

川の流れを安定させる 

土の流出を防ぐ 

安らぎをもたらす 

地下水をつくる 

8.8%

36.0%

2.9%

5.3%

3.1%

7.2%

15.8%

19.0%

6.4%

8.0%

4.7%

4.6%

4.6%

4.2%

21.4%

6.7%

32.2%

9.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 国

北海道

食料品 飲料･たばこ･飼料 木材・木製品・パルプ・紙・紙加工品

化学工業製品・石油･石炭製品・窯業･土石製品 鉄鋼 金属製品

電子部品･デバイスなど 輸送用機械器具 その他
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 ５ めざす姿 

 (1) おおむね10年後の「めざす姿」 

     本道の農業・農村に関わる一人ひとりが、それぞれの地域が有する潜在力を生

かして、課題や変化に対応しながら、求められる役割や期待に応えていくため、

おおむね10年後（令和17年（2035年）頃）の本道の農業・農村の将来像を「めざ

す姿」として示し、市町村や農業者、消費者、関係団体などと共有し、その実現

に向けた取組を連携して進めていきます。 

 

 

 

 

 

  (2) 「めざす姿」の実現に向けた施策の推進方針と数値目標 

     この計画では、「めざす姿」の実現に向けて、令和８年度（2026年度）から令和

12年度（2030年度）までの５年間の計画期間において、次の４つの方針の下、施

策を総合的かつ計画的に推進します。 

ア 食料を安定的に供給する農業・農村 

      農業生産を担う人材が農業生産の基盤である農地を最大限活用していけるよ

う、優良農地の確保や農業生産基盤の整備・保全、多様な担い手の育成・確保、

地域課題に対応した品種・技術の開発と普及を推進するとともに、需要に応じ

た農産物の安定的な生産・供給を図ります。 

イ 環境と調和のとれた持続可能な農業・農村 

      農業が環境に負荷を与える側面にも着目した持続可能な農業生産が行われる

よう、環境と調和のとれた農産物の生産・供給を推進するとともに、持続的な

生産活動を通じて発揮されている多面的機能の維持・増進を図ります。 

ウ 誰もが安心して住み続けられる農業・農村 

      農村において、地域社会を維持しながら農業生産が持続的に行われるよう、

地域農業を支える多様な人材の活躍や地域資源を活用した新たな価値の創出

を推進するとともに、安心して暮らせる農村づくりを進めます。 

   エ 消費者と生産者が支え合う農業・農村 

      本道の農業・農村が重要な役割を果たしていることを道民が改めて認識し、

貴重な財産として共に育み、将来に引き継いでいけるよう、都市と農村との交

流を拡大し、消費者と生産者の相互理解の醸成を推進します。 

 

 

 

日本の食を力強く支える豊かな農業・農村 

本道の農業・農村への共感を礎に、 

主要穀物などの主産地である本道が、 

持続可能で潤いのある農業・農村を確立し、 

我が国の食料安全保障に最大限貢献しています。 
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■ 「めざす姿」の実現に向けた施策の推進方針 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食料を安定的に供給する農業・農村 
 

・優良農地の確保と適切な利用の促進 

・農業生産基盤の整備・保全の推進 

・担い手の経営体質の強化 

・新規就農者の育成・確保 

・経営感覚を備えた農業経営者の育成 

・営農支援組織の育成・強化 

・試験研究機関などによる技術開発と普及活動の推進 

・スマート農業の推進 

・需要に応じた生産・供給体制の強化 

・国内外の販路拡大 

環境と調和のとれた 
持続可能な農業・農村 

 

・農業分野における環境負荷の低減 

・環境保全型農業の推進 

・道内資源の利用の促進 

・多面的機能の発揮 

 

誰もが安心して 
住み続けられる農業・農村 

 

・農村における女性の活躍 

・働きやすい環境づくりと多様な人材の受入れ 

・多様な地域資源を活用した付加価値の創出 

・地域コミュニティ機能の維持・強化 

・安全で快適な生活環境の整備 

消費者と生産者が支え合う農業・農村 
 

・食の安全・安心の確保 

・食育・地産地消の推進 

・都市と農村との交流の拡大 

我が国の食料安全保障への貢献 

本道の農業・農村への共感 
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また、広く道民と「めざす姿」を共有し、その実現に向けて共に実践していくため、

この計画における数値目標を示します。 

この数値目標の達成に向けて、総合的かつ計画的に講じる施策の進捗状況を定量的に評

価する指標として、KPI（重要業績評価指標：Key Performance Indicator）を設定します。

この KPI を毎年度検証し、PDCA サイクルにより施策を効果的・効率的に推進します。  

 

≪数値目標≫ 目標年度：令和12年度（2030年度） 

○ 我が国の食料安全保障への貢献 

国産供給熱量に占める北海道のシェア     23％→30％ 

※国産供給熱量に占める北海道のシェア（令和５年度） 

 

 

 

○ 本道の農業・農村への共感 

農業・農村に関心を持っている道民の割合 79％→90％ 

※農業・農村に関心を持っている道民の割合（令和７年度） 

  

 

 

農業 農村にどのように関わっていきたいですか（複数回答）

1.2%

14.1%

6.1%

3.9%

63.3%

12.9%

26.5%

5.4%

5.3%

1.4%

2.3%

20.6%

資料：北海道「令和７年度道民意識調査」

わからない

農業 農村に関する情報を積極的に
収集したい

農業を自ら営みたい

農業を営む法人に就職したい

農業に関わる仕事をしたい

農業はしないが、農村に住みたい

農家民宿やファームレストランを
利用したい

農業体験や加工体験をしたい

道産農産物を積極的に購入したい

その他

農業 農村には関心がない

無回答

78.6%

農業 農村には関心がない
・わからない

供給熱量 

2,197kcal 国  内 輸    入 北海道 

国産供給熱量 836kcal 北海道シェア 23％ 

21.4％ 
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  (3) 「めざす姿」の実現に向けて配慮すべき事項 

 「めざす姿」の実現に向けた施策は、次の４つの事項に配慮しながら、効果的か

つ効率的に展開します。 

ア 地域の個性や主体性の発揮 

      地形的に大きな広がりを有する本道は、地域によって気候や土壌条件などが

異なり、それぞれの地域ごとに特色ある農業が展開されていることを踏まえ、

地域の特性や資源などを活用しながら、地域の創意と主体性を持った取組が持

続的に進められる施策の展開を図ります。 

 地域ぐるみの話し合いを通じて地域の農業・農村の将来像を描く実効性ある

計画づくりが継続して行われ、地域が主体的に農業振興を図ることができる環

境づくりを推進します。 

   イ 気候変動への対応 

 近年の平均気温の上昇や大雨の増加などにより、自然災害の頻発・激甚化や

農産物の品質の低下、作業中の熱中症のリスクの増大など、農業分野において

も気候変動による影響が現れていることから、令和32年（2050年）までに温室

効果ガス排出量の実質ゼロを目指す「ゼロカーボン北海道」の実現に向けた施

策を展開するとともに、高温環境下において耐性を有する新たな品種開発の加

速化や技術の普及、農業生産基盤の整備などを組み合わせて総合的に推進しま

す。 

   ウ デジタル技術の活用 

      本道では、データセンターや半導体関連産業といったデジタルインフラを核

に、スマート農林水産業を支える多様で革新的なデジタル関連産業の集積が進

められていることを踏まえ、農業の生産性の向上や農村地域の利便性の向上を

図るAIなどのデジタル技術の活用を促進します。 

   エ 分野横断的な施策展開 

      食料供給地域である本道が、持続的に農業生産を行うためには、人口減少対

策をはじめ、デジタル化やゼロカーボンの推進、国土の強靱化やグローバル化

への対応など分野横断的な取組が重要です。そこで、本道における地域社会の

創生に向けた施策を推進するため「北海道創生総合戦略」をはじめとした重点

戦略計画や、半導体の複合拠点を実現し、本道に強みのある産業の振興と併せ

て、本道経済全体の成長に結び付けていくための「北海道半導体・デジタル関

連産業振興ビジョン」や、地域と世界が調和しながら共に発展し、世界で輝く

北海道を目指す「北海道グローバル戦略」など、ほかの特定分野別計画と連携

した施策の展開を図ります。 
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第３章 「めざす姿」の実現に向けた施策の展開方向 

 １ 食料を安定的に供給する農業・農村の確立 

  (1) 現状と課題 

○ 農業における土地利用の適切な調整や遊休農地の再生利用を図りながら、農業

生産の基盤である農地を維持・確保し、農地の受け皿となる担い手への農地の集

積・集約化を進めて最大限活用していくことが求められています。 

○ スマート農業技術の効果を最大限発揮させる農地の大区画化や主要穀物など

の生産拡大を支える排水対策、近年の高温少雨にも対応し高品質で安定した生産

を実現する畑地かんがい、道産飼料の生産拡大を図る草地整備などを進め、生産

性を向上していくことが求められています。 

○ 農業従事者の減少と高齢化が進行する中、次世代の農業者や農業法人などの担

い手が農業経営を継承し、持続的に発展させながら、意欲を持って地域の農業生

産を支えていくことが期待されています。 

○ 人口減少や気候変動への適応に向け、スマート農業技術や省力的な栽培技術、

高温などの環境でも安定的な生産が可能な品種や生産技術の開発とともに、その

迅速な普及が求められています。 

○ 地域の農業生産体制の強化を図り、輸入に多くを依存している小麦や大豆をは

じめ、米やてん菜、馬鈴しょ、生乳、牛肉などの農産物を、需要を踏まえて安定

的に供給していくことが求められています。 

○ 人口減少や高齢化の進行により国内の食料需要の減少が見込まれる中、国内へ

の供給に加え、海外への輸出を図ることで、農産物の生産・供給能力を維持して

いくことが求められています。 

(2) 施策の展開方向 

ア 優良農地の確保と農業生産基盤の整備・保全 

（優良農地の確保と適切な利用の促進） 

○ 「北海道農業振興地域整備基本方針」（令和８年３月変更）に基づき、農地の

農用地区域への編入の促進と除外の抑制、遊休農地の発生防止と解消に向けた

取組を推進します。 

○ 市町村における地域計画の継続的なブラッシュアップを進めるとともに、そ

の実現に向けて農地中間管理事業を推進しながら地域内外からの担い手によ

る農地の利用を促進します。 

○ 農業生産基盤の整備と併せて、農地の受け皿となる担い手への農地の集積・

集約化に向けた取組を推進します。 

 

 


